
鉱工業技術研究組合を技術研究組合に改称し、対象とする

 
技術範囲を産業技術全般へ拡大させるとともに、大学・独法

 
が組合に参加できることとし、さらに、組合から株式会社へ組

 
織変更できる制度等を創設。

技術研究組合法の改正（平成21年6月22日施行）

・光ストレージ技術研究組合
・水素供給・利用技術研究組合
・次世代パワーデバイス技術研究組合
・技術研究組合光電子融合基盤技術研究所
・産業用超伝導線材・機器技術研究組合
・ステレオファブリック技術研究組合
・分子動力学抗体創薬技術研究組合

改正法施行後、設立された技術研究組合

技術研究組合 参考
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○現下の経済情勢のなか、我が国の次世代の国富を担う産業

 
を創出するため、(株)産業革新機構が、平成２１年７月２

 
７日に発足。

○(株)産業革新機構は、低炭素や健康長寿など社会的ニーズ

 
に対応した成長市場において、産業や組織の枠を超えて技

 
術等の経営資源を組み合わせ、新たな付加価値を創出する

 
事業活動等に対して投資を行う時限的な組織。

事業の目的事業の目的

○国は、支援基準を定め、株式会社産業革新機構の体制整

 
備を行い、革新的な経済産業構造への転換に資する事業等

 
に対して資金供給を行う。

○機構は、株式会社形態による時限組織とし、民間ノウハ

 
ウを最大限活用し、効率的な投資を行う。

事業の内容事業の内容

実施体制実施体制

［22年度政府予算案 90億円］

株式会社産業革新機構 参考
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
半導体専業大手のエルピーダメモリは３１日、日本政策投資銀行から３００億円の優先株の払い込みが完了したと発表した。改正産業活力再生特別措置法（産業再生法）に基づく初の公的資金による資本注入で、政投銀の出資は政府が８割を保証している。金融危機やＤＲＡＭ価格の下落などで業績が悪化していた。払い込みが完了した産業再生法に基づく増資のほか、政投銀が１００億円、取引先金融機関が１０００億円程度の融資をそれぞれ９月中に実施する計画だ。





４．具体的対応④ （先端技術の社会への導入・普及の推進）

国際標準化戦略の策定
•標準化政策をイノベーション政策の中核として推進。
•アジア等の新興国市場に向けた国際標準化の展開。

新技術を活用した社会システム実証の推進
•新需要・雇用創出に向け、課題解決モデルを実証。

成果普及を妨げる規制・制度の見直し
•新技術の開発、社会への普及の妨げとなる規制・制

 度を見直し。
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参考
高信頼性太陽電池モジュール開発・評価コンソーシアム
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